
©2015 Yamada & Partners All rights reserved. 内容につきましては、「平成28年度税制改正大綱」(平成27年12月16日与党公表)に基づき、情報の提供を目的として、一般的な概要をまとめたものです。そのため、今後国会に提出
される予定の法案等を確認する必要があり、当該法案等において本資料に記載した内容とは異なる内容が制定される場合もありますのでご留意ください。対策の立案・実行は専門
家にもご相談のうえ、ご自身の責任において取り組んでいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。無断複写・転載を禁じます。

平成２８年度 税制改正解説
その他～クレジットカード納付制度の創設

〇平成29年1月4日以後に国税の納付を委託する場合について適用されます。

１．改正の概要

速 報
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・国税について、インターネット上でのクレジットカードによる納付を可能とする制度が創設されます。

・国税庁長官が指定する納付受託者（クレジットカード会社）が納税者から委託を受けた日に、国税の納付があったものとみな
して、延滞税、利子税等に関する規定が適用されます。

納税者
国税庁長官が指定する

納付受託者
（クレジットカード会社）

日本銀行歳入代理店
①納付を委託 ②納付

納税者の取引銀行等
③請求

④引落

・納税者にクレジットカードの決済手数料が生じると想定される（現行の都税における決済手数料は税額1万円につき73円（消
費税別））。

・納税証明書の発行は、現行の地方税と同様に、クレジットカード会社による国税への納付が完了してからでなければできない
と想定される。

２．実務上の留意点

【手続きのイメージ図】

・納付できる税目、納税額の上限

・今後、適正なクレジットカード納付を実現するため、納付受託者の納付義務、帳簿保存義務、納付受託者の指定の取り消し等
について所要の措置が講じられる。

３．今後の注目点
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平成２８年度 税制改正解説
納税環境整備～加算税制度の見直し①

〇平成29年1月1日以後に法定申告期限が到来する国税について適用される。

１．改正の概要

３．今後の注目点

・「事前通知」から「更正予知」までにされた修正申告について重加算税が課されるかどうか。

・国外財産調書、財産債務調書の提出があった場合の軽減措置又は提出がなかった場合の加重措置との併用。

速 報
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・「事前通知」から「更正予知」までにされた修正申告について過少申告加算税が新たに課されます。

・「事前通知」から「更正予知」までにされた期限後申告又は修正申告について課せられる無申告加算税の割合が増えます。

内容 改正前 改正案

過少申告加算税 不適用

5％

(期限内申告税額と50万円のいずれか多い額を超える部分)

10％

無申告加算税 5％

10％

(50万円超の部分)

15％

２．実務上の留意点

・次の修正申告等については、上記加算税の対象とされない。
①調査対象を区分する場合における、その調査対象とならない部分に係る修正申告
②他の税目における更正の請求に基づく減額更正に伴い、調査対象税目において必要となる修正申告等
③相続税又は贈与税について、遺産分割が確定するなどして任意に行う修正申告等

・源泉所得税の不納付加算税については、上記改正の対象とされていない。
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平成２８年度 税制改正解説
納税環境整備～加算税制度の見直し②

〇平成29年1月1日以後に法定申告期限が到来する国税について適用される。

１．改正の概要

３．今後の注目点

速 報
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・意図的に無申告又は仮装・隠ぺいを繰り返す行為を防止するために、5年以内に無申告加算税又は重加算税を賦課された者

が、再度、無申告加算税又は重加算税を賦課された場合におけるその加算税について加重措置が講じられます。

内容 改正前 改正案

無申告加算税

15％ 25％

(50万円超の部分)

20％
(50万円超の部分)

30％

重加算税

(過少申告加算税・不納付加算税に代えて)

35％
(過少申告加算税・不納付加算税に代えて)

45％

(無申告加算税に代えて)

40％
(無申告加算税に代えて)

50％

・国外財産調書、財産債務調書の提出があった場合の軽減措置又は提出がなかった場合の加重措置との併用。

２．実務上の留意点

・過少申告加算税及び源泉所得税に係る不納付加算税については上記改正の対象とされていない。
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平成２８年度 税制改正解説
その他～延滞税の計算期間の見直し

〇平成29年1月1日以後の期間に対応する延滞税について適用する。

・最高裁判決（平成26年12月12日）を踏まえ、延滞税の計算期間の見直しが行われます。
例えば、①納税者が申告及び納付（例：100）、②その後、申告税額が過大であるとして税務署長が減額更正（例：100⇒50）、③さらに
その後、税務署長が増額更正（例：50⇒80）をした場合等については、延滞税の計算期間は、下図のとおり見直されます。

・上図の同一事由のケースにおいて、過去に納付した延滞税のうち、還付請求権の消滅時効が完成する前の過去5年間（平成21年12
月12日以後）に納付された延滞税にも遡及適用があり、還付対象となる納税者には、税務署から還付通知書が送付される。

１．改正の概要

２．実務上の留意点

速 報
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改

正

前

同一事由
職権更正

更正の請求

別事由

職権更正

更正の請求

改

正

案

同一事由
職権更正

更正の請求

別事由

職権更正

更正の請求

延滞税発生 延滞税発生

延滞税発生
延滞税発生

延滞税は発生しない

延滞税は発生しない

増額更正等に係る本税

法定申告期限
（法定納期限）

（注3）延滞税の計算期間の見直しとあわせて、上図と同様の場合（当初申告⇒減額更正⇒増額更正等）における加算税の取扱いは、当初申告税額（例：100）までは課されないことが法令上明確化されます。

減額更正
（更正の請求）

増額更正
（修正申告）

具体的納期限
（納付）

（※2）増額更正までの期間については延滞税は課されません。ただし、更正の請求に基づく場合に限り、減額更正時から最大1年間の延滞税が課されます。

期限内に全額納付

1年間1年間

【延滞税の対象となる税額】

1ヶ月

（※2）

100

50
80

【延滞税の対象となる期間】

（注1）延滞税（延滞金）の計算期間の見直しは、国税だけでなく、個人住民税、法人住民税及び事業税についても適用されます。

（注2）当初申告税額（例：100）のうち、未納税額については、減額更正（別論点による更正の請求の場合には、その減額更正がされた日から1年を経過する日）までの期間、延滞税の対象になります。

〇平成29年1月1日以後に法定申告期限が到来する国税に係る加算税について適用する。

（※1）

（※1）同一事由とは、財産の評価誤り等を理由に減額の更正処分をした後、同様の事由について課税庁の判断を変更し、当初の申告額に満たない増額の再更正処分等をした事由をいいます。


